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市第８号議案 横浜市公園条例の一部改正 

市第 13 号議案 公園施設の負担付き寄附の受納 

 

 株式会社横浜スタジアムから、増築後 40 年間の管理運営を行うことを前提に、横浜

公園の野球場（以下「横浜スタジアム」）を増築し、本市に寄附をする提案がありまし

た（平成 29 年３月）。 

 提案では約 6,000 席の増席、バリアフリー対応のためのエレベーター等の設置、回遊

性向上のためのデッキの設置が計画されています。 

 提案は、公園の機能向上や利用者の利便性向上につながるとともに、オリンピックの

開催や、関内周辺の街のにぎわいづくりにも資するものであるため、提案を受け入れ

ることとし、負担付き寄附の受納議案を提出します。 

 これに併せて、横浜公園の建ぺい率及び横浜スタジアムの使用料を改定するため、横

浜市公園条例の一部を改正する議案を提出します。 

 

１ 横浜スタジアムの経緯 

・ 横浜スタジアムは市民等の出資により設立された㈱横浜スタジアム（以下「会社」）

が老朽化した平和球場に代わり、昭和 53 年に建設 

・ 建設後、会社は横浜スタジアムを市に寄附。その際の条件として、市は会社が 45 年

間スタジアムを使用することを許可 

・ 建設から 39 年を迎える今日でも、プロ野球、高校野球、社会人野球、アマチュア利

用等、多くの市民に親しまれている一方で、プロ野球の際の収容率が９割を超えるな

ど、収容人数不足や、バリアフリー対応が不十分であり、今後開催される東京 2020 オ

リンピック・パラリンピックも踏まえ、対策が急務 

 

２ 公園施設の負担付き寄附の受納 

今回、会社が提案している増築は、会社の負担で実施し、完成後に増築物を本市に寄

附する計画。寄附にあたり条件が付されているため、地方自治法第 96 条第１項第９号の

規定に基づき、負担付き寄附の受納議案を提出 

（１）寄附物件 

   会社が行う横浜スタジアムの増築工事により、既存の横浜スタジアムと一体となる

建築物及び附属物一式（表１、図１、図２） 

（２）本市の負担 

   増築部分の工事が完了し供用を開始した日から 40 年間、会社が横浜スタジアムを公

園施設として管理運営することを認め、そのために都市公園法等に基づき必要な許可

等の手続きを実施 

（３）その他 

今回の増築は、会社が全ての費用を負担し、完成後の維持・補修等の費用について 

も引き続き会社が負担（本市の費用負担はなし） 

増築後は、（２）の本市の負担に基づいて、会社が横浜スタジアムの管理運営を担当、

現在と同様に市民・アマチュア利用ができるよう、管理の許可条件を規定  
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３ 横浜市公園条例の一部改正 

（１）建ぺい率の上限の改定 

・  今回の増築は都市公園の機能増進に資することから、提案された計画に合わせて、

横浜市公園条例（以下「条例」）で定めている公園の建ぺい率の上限を改定 

・ 建設当時は、国の了解を得て、すり鉢状のスタジアムの地面に接している部分の 

みを建築面積とする特例的な考え方で建ぺい率を算定していたが、今回の増築を機

に、本市の他の公園の建築物と同様の算定方法に改定（横浜公園の建ぺい率の上限は

38％に変更） 

 

表２ 建ぺい率の上限の改定案 

建ぺい率の上限 現  在 改定案 

公園 ２％ ２％（横浜公園にあっては７％） 

運動施設等の特例（上限の上乗せ） 10％ 10％（横浜公園にあっては 31％） 

              ※横浜公園の建ぺい率の上限７％＋31％=38％ 

表３ 横浜公園の建ぺい率 
 現  在 

上限 12％ 
増築・改修後 
上限 38％ 

建設当時（昭和 53 年）の考え方による建ぺい率 7.80％ （約 9.7％） 

他公園と同様の算定による建ぺい率 （27.96％） 約 37.3％ 

 ※現在の建ぺい率は国の了解を得た特例的な考え方に基づき算定（表上段） 
今回、本市の他公園と同様の算定方法に統一（表下段） 

 

（２）横浜スタジアムの使用料の改定 

・ 現在、会社が横浜スタジアムを使用する際の使用料は、条例が定める「横浜スタ

ジアムに関する特例」により、本市が国に支払う横浜公園の国有地使用料と同額を

徴収 

・ 今回の負担付き寄附の受納議案により、会社に 40 年間の管理運営を認めるにあた

って、新たに会社のプロ興行に伴う使用料収入の８％を本市に支払うとする内容で、

使用料を改定 
 

表５ 横浜スタジアムの使用料の改定案 

現 行 

株式会社横浜スタジアムが横浜スタジアムを使用する場合の使用料 

横浜スタジアムに係る土地借受料及び光熱水費を基準として、規則で定

める。 

改定案 

株式会社横浜スタジアムが横浜スタジアムを管理する場合の使用料 

横浜スタジアムに係る土地借受料及び株式会社横浜スタジアムが横浜ス

タジアムで、入場料を徴収するプロ興行（プロ野球、コンサート）を開催す

る際に、興行者から施設使用に係る費用として徴収した額の８％を基準と

して、規則で定める。 

※光熱水費は会社が電力水道事業者等に直接支払うものとします。 
 

（３）施行期日 

   建ぺい率の改定は公布と同時に、横浜スタジアムの使用料の改定は規則で定める日

（供用開始日）から施行 
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図１ 横浜スタジアム増設計画図（平面図） 

 

 

表１ 寄附物件内訳等 

寄 
  
附 
 
物 
 
件 

施設内訳 

右翼側スタンド席     （鉄骨造地上４階建） 一式 

左翼側スタンド席     （鉄骨造地上４階建） 一式 

個室観覧席・屋上テラス席 （鉄骨造地上４階建） 一式 

回遊デッキ        （鉄骨造地上２階建） 一式 

施設概要 

延床面積：約 12,000 ㎡ 

増席数 ：約 6,000 席 （収容人数 約 29,000 人⇒約 35,000 人） 

付帯施設：エレベーター、トイレ等 

その他 
工事期間：平成 29 年 11 月頃から平成 32 年 2 月頃まで（予定） 

費用概算：約 85 億円 （既存施設の改修を含む） 
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図２ 横浜スタジアム増設計画図（鳥瞰図） 

 

 

【参考】横浜公園、横浜スタジアムの概要等 

■横浜公園 

所在地： 中区横浜公園 

公園種別： 総合公園 

 公園面積： 63,787 ㎡ （国有地借地） 

 主要施設： 野球場、日本庭園、芝生広場、噴水 

■横浜公園の野球場（横浜スタジアム） 

 寄附年月日：平成 53 年 4 月 1 日  

建築面積： 約 17,850 ㎡ 

 延床面積： 約 34,000 ㎡ 

 収容人数： 約 29,000 人 

■経緯： 

 明治 9年(1876 年) 彼我公園（現横浜公園）開園 

 明治 29 年(1896 年) 日本初の野球の国際試合 

 明治 42 年(1909 年) 横浜公園に名称変更 

 昭和 4年(1929 年) 野球場建設 

 昭和 20 年(1945 年) 米軍による接収 

 昭和 23 年(1948 年) プロ野球初のナイター試合 

 昭和 27 年(1952 年) 横浜公園平和野球場（平和球場）に改名、改修に着手 

昭和 53 年(1978 年) 横浜スタジアム完成 
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